




第５号様式  

報告年月日・番号

監 査 の 種 別

部 課 等 名 区分 指摘事項等 措置事項

財政部
財政調整課

意見

　調定の時期については、規則第30条第１項４
号で、「随時の収入で納入の通知を発しないも
の　原因の発生したとき、又は収入のあったと
き」と規定されているものの、複写機使用料や
公衆電話使用料については、月１回の調定が多
く見られ、事務の効率性から規則の見直しが必
要との声が複数の課から聞かれた。事務実態と
規則の整合を図ることにより、適法かつ効率的
な事務処理について全庁的な検討を要望するも
のである。

 当該指摘事項については、複
写機使用料及び公衆電話使用料
の調定を事務実態と規則の整合
を図るため、月単位での調定を
行えるように、平成３０年３月
３０日付けで規則の改正を行
い、全庁へ周知を図りました。

措置事項報告書

平成３０年２月１５日・流監第７７号

定期監査・行政監査  

１　措置事項については、監査結果に基づき、又は監査の結果を参考として措置を講じた事項を記入する
　こと。

２　区分については、指摘事項又は、検討・要望事項等の監査委員意見の区分を記入すること。表示は、
　「指摘」又は「意見」とする。


